
 

     

 

インターネット元年といわれたのは，1995 年のことである。この年
に Windows 95 が発売され，家庭でもインターネットが楽しめると
ブームを呼んだ。図書館では，業務 IT化やOPACだけでなく，デジ
タルコンテンツのサービスも展望され始めた。それ以来 30 年が経
過し，出版業を含むコンテンツ生産はほぼデジタル化され膨大なコ
ンテンツがネットワークを通じて流通するようになった。しかしなが
ら，わが国の公共図書館では，資料の利用，読書あるいは子どもや
学生たちの学習を支援するデジタルサービスには対処できておら
ず，サービスは紙媒体に依存したままである。印刷物が大切である
ことはいうまでもないが，さらにデジタル技術が生活に浸透するな
かで，公共図書館はどのようにあったらよいか。 
米国の公共図書館でのデジタルサービスがわれわれよりも先を

いっていることは知られている。しかし，日米の差はどの程度かはお
おかた不案内のようだ。というのも，わが国の文部科学省社会教育
調査や公益社団法人日本図書館協会の公共図書館調査では，前
者に関しては 2018 年度の調査から電子書籍の利用可能タイトル
数などの事項が入りキャッチアップが始まったところで，後者には関
わる項目自体がない。米国では，公的な統計として博物館・図書館
サービス機構（Institute of Museum and Library Services: 
IMLS）の「公共図書館調査」（以下「IMLS 調査」という）1 があ
る。この調査では 1995 年度に電子技術とインターネットアクセスに
関する 6項目（電子資料支出額，電子アクセスの支出額，電子資料
数，電子サービスのアクセス数，インターネットアクセス数，インター
ネット利用の基準）が追加され，状況の進展に沿ってさらに関連項
目は拡大されている。また米国図書館協会（ALA）では 1994 年に
公共図書館における技術に関する調査に着手し，2020年に傘下の
公共図書館協会（PLA）が「公共図書館技術状況調査」（Public 
Library Technology Survey）の枠組みを新たにしている。 
「IMLS調査」と Public libraries誌の 2024年 9・10月号に掲

載された，2023 年 PLA 調査「要約報告」2から，わが国の公共図
書館におけるこれからのあり方を考えるために，三つほどの話題を
提供してみよう。 
 

PLA 調査では，「あなたの図書館は，サービス施設内で利用者
に次の技術を提供していますか」という質問で，18 の技術（機器）
の状況が把握された。備えられている割合の高いものから順に並
べると図１のようになる。 
まず，複写機とスキャナやカラープリンタまでが 9 割以上の図書

館に設置されており，次いでファックス，無線・モバイルプリント機能
は 7 割台，ラップトップやタブレットといった機器のほか，早期（幼
児）学習機器，STEAM 向けスマートオブジェクト，メーカースペー
ス機器が続いている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1 施設内で利用できる技術（機器） 

 

児）学習機器，STEAM 向けスマートオブジェクト，メーカースペー
ス機器が続いている。 
この調査報告は，市部（人口でいえば 37%），郊外（41%），町村

部（22%）の三つに区分けして分析されており，図 1 の数値は全体
数だが，それでは意外と低い割合のラップトップ，早期学習デバイス
や STEAM 向けスマートオブジェクト，あるいはメーカースペース機
器も市部では 7割を超えている。 
また，これらの技術（機器）は貸出サービスも行われている。早期

学習デバイスは，市部では 5 割を超える図書館が実施しており，ラ
ップトップ，タブレットあるいは電子図書リーダなども貸出できる。ま
た，今回の調査で注目されるものに，急速に伸長しているインター
ネット・ホットスポットの貸出サービスがある（2020 年には 32%だっ
たものが，46.9%に上昇，市部では 69.4%）。ホットスポットとは，Wi-
Fi のルータでインターネットの高速・大容量の接続機器である 3。な
お，この調査には含まれていないが，館内の利用者 PC については
「IMLS調査」にあって，各図書館に平均 33台ほど配置されている
し 4，もちろんデバイスを持ち込めばWi-Fiはどこにもある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2 デジタル技術が可能にするサービスとオンライン資源 

 

さて，これらの技術（機器）によってあるいはネットワークを通じ
て，どの程度デジタルコンテンツ等のサービスが提供されているか。
電子図書／オーディオ図書のサービスを提供している図書館は，図
2の左端の棒のように今や 95％を超えている。ストリーミング等のダ
ウンロードできるサービスも半数を超えるし，宿題サポートや職探し
情報，語学教材もあり，さらにレファレンスなど対話型サービスなど
がある。 
米国の公共図書館ではデジタルサービスはこのように進展して

おり，電子図書サービスはほぼ普及済みといっていい。それに対し
て，わが国の場合はどうであろうか。一般社団法人電子出版制作・
流通協議会が「公共図書館 電子図書館サービス（電子書籍サー
ビス）導入集計」を逐次公表しているから，それを参照すると「電子
図書館導入自治体比率」（2024年 10月 1日）は 32.4%，また「全
図書館数に対する電子図書館利用可能比率」で 50.9%とある（こ
こで「電子図書館」とは電子図書・オーディオ図書のサービスを行う
仕掛けのこと）5。米国調査は図書館システム（行政組織）単位 
(Administrative entity)だから，32.4%という数値と比較するのが
適切だろう。したがって，米国の数値 95.05%に対して，わが国の電
子図書サービスは三分の一程度のところにある。 
しかし，状況を三分の一と見当づけるのは，誤解を招く。というの

も，日本の「電子図書館」では，ごく限られた出版物しか提供されて
いない。各図書館の電子図書提供数をみると，わが国の場合平均
7654点（青空文庫を含む）に過ぎない 6。一方，米国の電子図書の
平均値は約 14万 3622点（中央値 4万 7737点）となっている。米
国の公共図書館では印刷図書の平均値は 7 万 1388 点（中央値
2 万 6705 点）点だから，すでに電子図書が超えているのである 7。
ただし利用数では，古い出版物もありなお印刷図書が多くなってい
る。 
 

                                                                                                

                                                                                                

  未来の図書館への羅針盤

われわれはどこにいるのか ―公共図書館のデジタルサービス― 
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今では人々の日常にさまざまな情報通信技術が入り込んでお

り，デジタルリテラシーが不可欠になっている。図書館ではこれま
で，情報の適切な探し方など情報リテラシーを支援してきたが，そ
れらを合わせてこれを強力に実施する必要がある。米国では
「95.3%の図書館が少なくとも 1 種類以上のデジタルリテラシー・ト
レーニングを行っており」その内容は，図 3 のように，①コンピュータ
やその他デバイスの一般的なハードやソフトの技法，②インターネッ
トの利用（ウェブ検索，オンラインデータベース，プライバシーや安全
性），③ウェブの開発やデジタルコンテンツの作成，④コーディング
やメーカースペース技術（例：３D プリンタ），⑤その他（障害者のた
めのもの，ビデオ会議など）にわたっている。また，その実施につい
ては，図書館の公式プログラムもあるが，個別に予約を受けてサー
ビスを行ったり，その場その場で支援をしたりするという。柔軟な対
応のようだ。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3 デジタルリテラシー・トレーニング 

デジタルインクルージョン（だれもがデジタル化の恩恵を受けられ
社会参加できるようにする）の推進のために，ワシントン DCの公共
図書館では，「スマホ，コンピュータ，タブレットでなにか問題があり
ますか? 新しいスキルやソフトウェアを習得したいですか? DCの公
共図書館のデジタル・ナビゲータに会いに来てください」と呼びかけ
ている 8。このデジタル・ナビゲータ 9 とは，非営利組織 National 
Digital Inclusion Alliance: NDIA が推進しているもので，今回
の調査では，全体として 29.7%（市部 42.1%，郊外 34,4%，町村
27.3%）が，これに対応しているという。 
またデジタルインクルージョンの実現には，各人の状況を考慮し，

公平に扱うエクイティというアプローチが必須である。上に述べたホ
ットスポットの貸出もその一つである。コロナ禍を機に米国ではデジ
タルな環境におけるエクイティの推進が喫緊の課題としてもちあが
った。公共図書館，学校・大学などが閉鎖され，各機関はいろいろな
デジタルサービスを提供し始めたが，インターネット（ブロードバン
ド）が使えない人々は必要なリモート学習などができないという事
態に陥ったからである。米国では 75.9%の世帯しかブロードバンド
を使っていないとこの報告では国勢調査局の発表を引用している。
連邦通信委員会の報告は 2019年末ではなお 1450万人が新しい
サービスを享受するのに困難があるとあった 10。 
そこで，デジタルデバイドを解消するための法制が急ぎ準備さ

れ ， 2021 年 11 月には「超党派インフラ法 （ Bipartisan 
Infrastructure Law） のもとでデジタルエクイティ法（Digital 
Equity Act）11が成立した。これにより，27億 5000万ドルのプログ
ラム助成金が使われ始めた。公共図書館も 2023 年の段階で州の
デジタルエクイティ・プロジェクトに 14%，またその他の地域などの
連携プロジェクトに 19.75%の図書館が関わっている。公共図書館
はデジタルサービスのこうした動きに十分に連携していく必要があ
ろう。 
 

IMLS調査と PLA調査によって，米国公共図書館のデジタルサ
ービス状況をとらえ，わが国公共図書館のデジタルサービスの後れ
がどの程度のものかおおよそ把握できた。同時に，デジタル化の進
展がデジタルデバイド問題を拡大し，デジタルインクルージョンを講
ずべきことにも気づかされた。われわれの課題は二つあるようだ。一
つは，公共図書館における電子図書などのデジタルサービスの推
進，もう一つはデジタルインクルーションのための方策（リテラシート

レーニングや機器の貸出）である。そのためには事業計画をたて，
資金や人の確保に目処をつけなければならない。また，これまで取
組みが進まなかったこともあって出版社やコンテンツ納入者など市
場のプレーヤーの協力を得るのも容易ではなかろう。 
とりあえず，ヒントとなるところをこの調査から抽出すれば，まず米

国のデジタル技術資金源は次のようだった。最も大きいのがこの目
的に合致する助成金（grants）61.4%，そして市・郡の予算 48.9%，
連邦 E-rate（学校や図書館のインターネットアクセスのための資金
（funds））48.1%と続き，さらに友の会などからの寄付 44.5%，図
書館技術法（1996 年に成立した技術をつかった情報アクセス支
援）の資金 35.0%，図書館財団 24.5%，州の資金 14.8%，その他
5.5%となっている。新規の事業は従来の予算枠で実施するのはほ
ぼ不可能だから，外部資金の獲得が盛んに試みられている。また，
人については，規模の大きなところではフルタイム職員の配置もあ
る。しかしそうではない場合は，パートタイム要員や図書館コンソー
シアム連携によっての確保，あるいは自治体等内での複数箇所か
けもちによる確保などが行われていた。 
また，デジタルコンテンツについては，基本的に伝統的な書籍流

通の枠組みや知的財産権のあり方と異なっており，この状況は米国
においてもなお流動的である。図書館はこのなかで利害関係者と
折衝できる体制を構築する必要がある。それに関し種々の問題点を
指摘した ALAの「デジタル公共図書館のエコシステム 2023」12と
いう報告は参考になろう。 
もう一つのインクルージョンに関しては，高齢者を置き去りにしな

いこともさることながら，エクイティの観点から見ていく必要があろ
う。最近新聞に「高校の端末，買うのは保護者：タブレット負担，来
年度は 26 都道府県に増」13 という記事が出ていた。GIGA スクー
ル構想で小中学校レベルでは，子どもたちに端末が配布されたが，
高校レベルではなお問題が残っているというものだ。学習指導要領
が改訂されて子どもたちの学習にデジタル機器は不可欠で，それ
にともなう格差は生じさせてはいけない。 
急速に変わりゆくこれからの社会では，単に生活のなかのデジタ

ル化というだけでなく，基礎教育からキャリア形成・変更などに至る
まで，つまり子どもたちだけでなく成人にとっても，さまざまなデジタ
ル支援が必要とされよう。公共図書館はその点で大変重要な位置
にある。 
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